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総務文教常任委員会        午前１０時００分～ 

                           第３委員会室 

 

 

１ 開  議 

 

 

２ 日程説明  

 

 

３ 案件 

  ○公文書管理条例制定の検討について 

   

 

４ その他 

  〇次回の日程について 

    

 

   

 



２６．８．７ 

公文書管理条例制定の検討に係る協議 

 

協議事項 

 

 公文書管理条例をすでに制定されている、埼玉県志木市を行政視察（26.5.12）

することにより、総務文教常任委員会の総意として、本市においても当該条例

の制定を目指すべきとの結論に達し、委員会内で検討を重ねてきた結果、別添

のとおり、「（仮称）亀岡市公文書管理条例（骨格案）」の作成に至ったところで

す。 

ついては、「（仮称）亀岡市公文書管理条例（骨格案）」をもとに、下記の内容

を主な協議事項として、理事者との協議を行うこととします。 

 

（１）「定義」の中で、一般社団法人、公益社団法人等に係る「法人文書」の位

置づけについて、どう考えるか。 

（２）文書の保存年限の設定について、基準があるのか。なければ条例等にど

のように規定するか。 

（３）保存年限の設定とも関連するが、文書廃棄については、何を根拠として

行うのか。 

（４）公文書管理委員会設置、委員委嘱は可能か。 

  また、情報公開・個人情報保護審査会委員の公文書管理委員会委員の兼務

等はできないか。 

 

 

※協議の前提として、本市において、公文書管理条例を制定することについて

の所見を確認する必要がある。 

 

※「定義」における実施機関の位置づけについて、土地開発公社を含めるのか、

また、上・下水道事業、病院事業等の扱いをどうするのか、確認が必要。 



項目 条文 備考

目的
 
 この条例は、市の公文書等が健全な民主主義の根幹を支える市民共有
の知的資源として、住民自治の担い手である市民が主体的に利用し得
るものであることに鑑み、公文書等の管理責任を明確にし、公文書等
に関する基本的事項を定めることにより、公文書の適正な管理、保存
及び利用等を図り、もって市政が適正かつ効率的に運営されるように
するとともに、市民の知る権利を尊重し、市の有するその諸活動を現
在及び将来の市民に説明する責務を全うすることを目的とする。

秋田市を基本とする。

定義 　この条例において「実施機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理
委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員
会、議会及び亀岡市土地開発公社をいう。
2　この条例において「公文書」とは、実施機関の職員が職務上作成
し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録(電子的方式、磁気的方式
その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記
録をいう。以下同じ。)であって、当該実施機関の職員が組織的に用い
るものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、次
に掲げるものを除く。
(1)　新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的と
して発行されるもの
(2)　歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の
管理がされているもの
3 この条例において「法人文書」とは、亀岡市が出資する一般社団法
人、公益社団法人、一般財団法人、及び公益財団法人の役員または職
員が職務上作成、あるいは取得した文書であって、当該法人の役員ま
たは職員が組織的に用いるものとして、当該法人が所有しているもの
をいう。ただし、次に掲げるものを除く。
(1)　新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的と
して発行されるもの
(2)　歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の
管理がされているもの
4 この条例において、「公文書等」とは、前2項に定める公文書及び法
人文書をいう。

志木市を基本とする。

他の法令との関
係

　公文書等の管理については、法律若しくはこれに基づく命令又は他
の条例に特別の定めがある場合を除くほか、この条例の定めるところ
による。

熊本県を基本とする。

公文書の作成 　実施機関の職員は、第1条の目的の達成に資するため、当該実施機関
における経緯も含めた意思決定に至る過程ならびに当該実施機関の事
務および事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができるよ
う、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、次に掲げる事項
その他の事項について、文書を作成しなければならない。
(1)　条例および規則等の設定又は改廃およびその経緯
(2)　前号に規定するもののほか、実施機関又はその長で構成される会
議又は実施機関における管理職員を含む職員で構成される重要な会議
その他これらに準ずる会議の決定又は了解およびその経緯
(3)　複数の実施機関による申合せ又は他の実施機関、市民もしくは事
業者に対して示す基準の設定およびその経緯
(4)　個人又は法人の権利義務の得喪およびその経緯
(5)　職員の人事に関する事項

秋田市を基本とする。

公文書の整理  実施機関は、公文書を事務及び事業の性質、内容等に応じて系統的に
分類しなければならない。
2　実施機関は、前項の規定による公文書の分類に関する基準を定める
とともに、これを一般の閲覧に供しなければならない。

大阪市を基本とする。

　（仮称）亀岡市公文書管理条例（骨格案）



公文書の保存   実施機関は、公文書等について、別に定める規則に基づき、当該公
文書等の保存期間の満了する日までの間、その内容、時の経過、利用
の状況等に応じ、適切な保存および利用を確保するために必要な場所
において、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講
じた上で保存しなければならない。
2　前項の場合において、実施機関は、当該公文書等の集中管理の推進
に努めなければならない。

草津市を基本とする。



項目 条文 備考

文書分類基準表
　
　実施機関は、公文書等の管理を適切に行うため、公文書等の分類、
名称、保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了したときの
措置及び保存場所その他の必要な事項を帳簿(以下「文書分類基準表」
という。)に記載しなければならない。

志木市を基本とする。

公文書の廃棄等 　実施機関は、保存期間が満了した公文書等については、適切な方法
によりこれを廃棄しなければならない。
2　市長を除く実施機関は、前項の規定にかかわらず、保存期間が満了
した公文書が歴史的又は文化的価値を有するものであると認めるとき
は、これを市長に引き継がなければならない。

志木市を基本とする。

公文書取扱規則 　実施機関は、公文書の管理が本条例の規定に基づき適正に行われる
ことを確保するため、公文書の管理に関する定め(以下「亀岡市文書取
扱規則」という。)を設けなければならない。
2　亀岡市文書取扱規則には、公文書に関する次に掲げる事項を記載し
なければならない。
(1)　作成に関する事項
(2)　整理に関する事項
(3)　保管又は保存に関する事項
(4)　文書分類基準表に関する事項
(5)　廃棄等に関する事項
(6)　その他公文書の管理が適正に行われることを確保するために必要
な事項

志木市を基本とする。
公文書取扱規則の一部改正が必要。

管理状況の報告等 　実施機関は、公文書管理簿の記載状況その他の市政情報の管理の状
況について、毎年度、市長に報告しなければならない。
2　市長は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなけ
ればならない。

志木市・草津市を基本とする。

公文書管理委員会 　市長は、本条例、文書分類基準表及び亀岡市文書取扱規則の改廃を
しようとするとき、並びにこれらに準ずる条例及び規則等の立案をし
ようとするときは、公文書管理委員会に諮問するものとする。
2 公文書管理委員会は、年1回、公文書の作成並びにその管理について
調査を行うものとする。
3 公文書管理委員会は、本条例の運用について執行機関に助言するこ
とができる。

大阪市を基本とする。

職員の責務及び研
修等

　実施機関の職員は、この条例の趣旨に対する理解を深め、自らの責
任を自覚して公文書を管理するよう努めなければならない。
2　市長は、実施機関の職員に対し、公文書の適正な管理を確保するた
めに必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要な研
修を行うものとする。

志木市を基本とする

　（仮称）亀岡市公文書管理条例（骨格案）

●公文書館の設置については、当面、留保する。
●「公印の管理」については、規則との整合性を図り、別途検討する。
●情報公開条例、文書取扱規則等との整合性については、理事者との協議を含め、別途検討が必要。




